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防府競輪ホームページ制作・管理・運営業務委託に係る 

公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 目的 

  この要項は、防府競輪ホームページ制作・管理・運営業務を委託するにあたり、広く企画提案

者を募集し、最も適切な者を当該業務の受託候補者として選定することを目的とするものであり、

募集に関して必要な事項を定めたものである。 

 

２ 業務概要  

(1) 業務名 

防府競輪ホームページ制作・管理・運営業務 

(2) 履行場所 

防府市国分寺町８番２号 防府競輪場 

(3) 業務内容 

別紙「防府競輪ホームページ制作・管理・運営業務仕様書」のとおり 

(4) 委託期間 

令和６年４月１日（月）から令和７年３月３１日（月）まで 

 

３ 見積提案限度額 

  ６，５６９，２００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 応募資格  

  応募する日の直前の日において、次に掲げる事項を全て満たす者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２項に規定する 

者でないこと。 

(2) 国税及び防府市税の滞納がない者。（法人の代表者が防府市に住所を有する場合は、代表者

を含む。） 

(3) 告示日から契約日までに、防府市の物品調達等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止 

を受けていないこと。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続きの開始申し立てをしていない 

こと又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続きの開始申し立てをして  

いないこと。ただし、更正手続きの終結又は再生手続きの終結の決定を受けた者は除く。 

(5) 応募者（法人の場合は代表者。個人の場合はその者。）が防府市暴力団排除条例（平成２３ 

年防府市条例第２１号。以下「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴 

力団員」という。）ではないこと。 

(6) 法人である場合の役員及び使用人又は個人である場合の使用人のうちに暴力団員に該当す 

る者がいないこと。 

(7) 上記(5)及び(6)に該当する者が条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な 

関係を有する者でないこと。 
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(8) 本業務を円滑に履行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

(9) ホームページ制作・管理・運営に関し、２年以上の営業実績を有していること。 

 

５ 提出書類 

(1) 応募に必要な書類 

① 公募型プロポーザル参加資格審査申請書（様式１） 

・ 表面、裏面があるので両面印刷にて提出のこと。 

② 会社概要 

・ 会社名、所在地、代表者氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、担当者氏名は必ず記入すること。 

・ Ａ４版、様式自由とする。 

③ 法人にあっては登記事項証明書（商業登記簿謄本）、個人にあっては誓約書（様式２） 

④ 納税証明書 

(ｱ) 防府市税の「滞納のないことの証明」（写し不可）。 

※ 防府市内に本社、本店、営業所等がある場合又は個人の場合であって代表者が防府 

市に住所を有する場合に提出すること。 

(ｲ) 国税で法人税（個人にあっては所得税）、消費税及び地方消費税の「未納の税額のない

ことの証明」（写し可）。 

⑤ 印鑑証明書（写し可） 

⑥ 使用印鑑届（様式３） 

・ 使用印は実印以外でも可とするが、ゴム印等の変形しやすいものは除く。 

・ 実印を使用印鑑とする場合も押印のうえ提出すること。 

⑦ 直近１年間の決算書類（決算報告書、貸借対照表及び損益計算書）（写し可） 

⑧ 暴力団等の排除に関する誓約書（様式４） 

⑨ 業務実績書 

・ ホームページ制作・管理・運営について、過去通算２年以上の受注実績（契約相手方、

業務内容、契約金額、契約期間）を記載したもの。 

・ Ａ４版、様式自由とする。 

⑩ 企画提案書（５部） 

・ 仕様書に記載のある、３．業務内容、４．ＷＥＢサーバー等については項目ごとに記載

すること。 

・ Ａ４版、様式自由とする。 

⑪ 見積書（正本１部・副本４部） 

・ Ａ４版、様式自由とする。 

・ 参考見積書は正本１部とし、残りの４部は複写可とする。 

・ 募集要項の３．見積提案限度額に留意するとともに、見積内容の内訳を明確に記載する

こと。 

・ 上半期・下半期の別により２枚となることも可とするが、袋とじとして割印を押印する

こと。 

※ 書類③～⑤は、提出日前３か月以内の日付で発行されたもの 
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(2) 提出期限 

書類 ①～⑨ 令和６年２月 ８日（木）午後５時００分必着 

書類 ⑩～⑪ 令和６年３月 １日（金）午後５時００分必着 

(3) 提出方法 

郵送または持参 

(4) 提出先 

〒747-0021 山口県防府市国分寺町８番２号 

     防府市産業振興部競輪局（防府競輪場内 事務所） 

ＴＥＬ ０８３５－２２－１２１２ 

ＦＡＸ ０８３５－２２－８５５２ 

 

６  質疑応答 

(1)  質問は、質問書（様式自由）をＦＡＸにより提出する（電話で受信を確認すること）。 

・  提出期限 令和６年２月１９日（月）午後５時００分必着 

・  提出先  防府市産業振興部競輪局 ＦＡＸ ０８３５－２２－８５５２ 

(2) 質問に対する回答は、防府市ホームページ上にて随時行い、令和６年２月２６日（月） 

までにはすべての回答を行う。 

 

７ 審査 

 (1) 資格審査 

提出書類について、この募集要項に記載している応募資格を満たしているかを審査する。 

応募資格を有するものと認められなかった者の企画審査は行わないものとする。 

(2) 企画審査 

提出書類、プレゼンテーションの内容について、業者選定審査表（別表１）により企画提

案内容を評価し、その合計得点の最も高い者を受託候補者として選定する。 

評価基準については以下のとおりとする。 

(ァ) 提案内容の優良性：提案内容が具体性、妥当性を伴い、優れていること。 

(ィ) 提案内容の独創性：独自の発想に基づく提案内容が含まれていること。 

(ゥ) 業務遂行の安定性：管理・運営に関する必要十分な専門的知識を有しており、管理・

運営体制においても、委託業務を安定的に遂行できるものであること。 

(ェ) 必要経費：業務内容に見合った適切な経費であること。 

(3) 審査結果の通知 

審査結果については、ＦＡＸにより通知する。 

・  資格審査の結果通知 令和６年２月１３日（火） 

・  企画審査の結果通知 令和６年３月１１日（月） 

 

８ プレゼンテーション 

資格審査において応募資格を有するものと認められた者を対象として、企画提案内容について

プレゼンテーションを実施する。 
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(1) 実施日 

令和６年３月５日（火） 

※ 実施時間等の詳細については、資格審査の結果通知と併せて通知する。 

(2) 場所 

山口県防府市国分寺町８番２号 防府競輪場事務所 

(3) プレゼンテーション内容必須項目 

① ホームページ（携帯サイト含む）トップページ、仕様書に記載がある各ページ、仕様書

に記載がある企画・提案、ホームページの管理・運営方法について 

※ プレゼンテーションは、各応募者１時間以内（質疑応答はこの時間に含まない）を 

予定。 

(4) その他 

パソコン等により、ホームページ（携帯サイト含む）サンプル視聴が可能なこと。また、

プレゼンテーションに必要な機器については応募者が準備し、その他費用については応募者

負担とする。 

 

９  応募の無効 

次のいずれかに該当する場合は、応募を無効とする。 

(1)  提出期限を過ぎて提出された場合 

(2)  提出書類に虚偽の記載があった場合 

(3)  審査の公平性を害する行為があった場合 

 

10 契約の締結 

(1)  契約条項を示す場所は、５（４）の提出先に同じとする。 

(2)  上記７により選定された受託候補者と契約を締結する。なお、委託契約締結にあたっては、

選定された企画提案内容を契約内容とするものではなく、受託候補者と提案内容に沿って契約

内容について協議・調整を行ったうえで、双方合意に至った場合に契約を締結するものとする。   

ただし、書類提出時から契約締結までの間に応募資格の要件を満たさなくなった場合、その者

とは契約を締結しない。 

(3) 契約交渉が不調のときは、企画審査の合計得点の高い者から順に、契約締結の交渉を行う。 

(4) 契約締結後、企画提案書の内容を協議の上修正できるものとする。 

 

11 その他 

(1) 本プロポーザルの実施及び導入スケジュール 

実施内容 実施期間又は期日 

資格審査書類提出期限 令和６年２月 ８日（木）午後５時必着 

資格審査結果通知 令和６年２月１３日（火） 

質問書受付期限 令和６年２月１９日（月）午後５時必着 

質問書回答期限 令和６年２月２６日（月） 
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企画審査書類提出期限 令和６年３月 １日（金）午後５時必着 

プレゼンテーション実施 令和６年３月 ５日（火） 

企画審査結果通知 令和６年３月１１日（月） 

運用開始 令和６年４月 １日（月） 

 (2) 応募及び契約に関して必要な費用は、応募者の負担とする。 

(3) 提出された書類は、返却しないものとする。 

(4) 提出された書類は、審査等の必要な範囲において、その写しを作成し使用できるものとす

る。 

(5)  企画提案書、見積書の受理後の追加修正等は認めないものとする。 


